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Ⅰ　総論 
　１　特定事業主行動計画策定の背景 
　　　急速に少子・高齢化が進み、社会情勢や経済情勢が大きく変化する中で、活気の

ある社会を維持していくためには性別にかかわらず、個性と能力を十分に発揮でき

る環境づくりをすることが重要です。 
　　　また、多様化する市民ニーズを的確に捉え、対応をするためには、質の高い行政

サービスを提供することが重要であり、これまで以上にすべての職員が活躍し、そ

の力を発揮できるように様々な取組が求められます。 
 
　　　国では、平成１５年７月１６日に「次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律

第１２０号。以下「次世代法」という。）」を制定しました。平成２６年４月２３日、

次世代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代支援対策推進法等の

一部を改正する法律が公布されました。同法では、地方自治体は、次世代育成支援

対策の総合的かつ効果的な推進を図るため国が定める行動計画策定指針に即して、

特定事業主行動計画を策定するするよう求めています。 
　　また、平成２７年８月２８日に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活躍推進法」という。）」におい

ては、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もっと豊かで活力

ある社会を実現することを目的とし、地方自治体は、女性職員の活躍の推進に関す

る施策を総合的かつ一体的に実施するために国が定める方針に即して、特定事業主

行動計画を策定することとなりました。 
 
　　本市では次世代法及び女性活躍推進法に基づき策定していた「第２次飯能市特定

事業主行動計画　後期計画」の計画期間満了を迎えることから、現計画の成果を継

承しつつ、職員の仕事と育児や家庭生活の両立支援、さらに、女性の職員をはじめ、

すべての職員が個性と能力を最大限に発揮できる職場環境づくりを図るため、「第３

次飯能市特定事業主行動計画（前期計画）」を策定することとします。 
 
２　特定事業主行動計画の目的 
　　仕事と子育ての両立の推進、仕事と生活の調和の推進、組織の実情に即した取組

の推進等の基本的視点を踏まえ、次世代育成支援対策推進法第１９条第１項及び女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律第１９条第１項に規定される特定事

業主行動計画として本計画を策定します。 
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３　特定事業主行動計画の期間 
　　令和８年度から令和１２年度までの５年間とします。 
　　ただし、計画期間内においても、必要に応じて計画の見直しを行います。 
 
４　特定事業主行動計画の推進体制 
（１）次世代育成支援対策、女性の職業生活における活躍の推進を総合的かつ一体的 
　に実施するために、各任命権者の人事担当課が連携を図ることとします。 

 
（２）管理職、各任命権者の人事担当課の職員に対し、次世代育成支援対策、ワーク・

ライフ・バランスの推進に関する研修、情報提供等を実施します。 
 
（３）啓発資料の配布、研修の実施等により、行動計画の内容を周知します。 
 
（４）本計画の実施状況については、適宜に把握し、その実施状況、実情を踏まえて、

その後の実施内容等を見直していきます。 
 
（５）本計画に関する情報提供については、庁内ＬＡＮ、ホームページ等を利用し、

職員が随時閲覧できるようにするなどして周知します。 
 
 
５　特定事業主行動計画の主な内容 
　　本計画は、計画期間のほか、次に記載する、「次世代育成支援対策」及び「女 
性の職業生活における活躍の推進」に関する取組の実施により、達成しようとする 
目標並びに取組の内容、実施期間を示すこととします。 
 

（１）勤務環境の整備に関する事項 
　　○　妊娠中及び育児期における配慮 
　　○　男性の子育て目的の休暇等の取得促進 
　　○　育児休業等を取得しやすい環境の整備等 
 
（２）ワーク・ライフ・バランスの推進に関する事項 
　　○　超過勤務の縮減 
　　○　休暇の取得の促進 
　　○　職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取り組み 
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Ⅱ　特定事業主行動計画の具体的な内容 
　１　勤務環境の整備に関する事項 
　（１）妊娠中及び育児期における配慮　 
　 

◆ 目標 
職員が安心して子どもを産み、育てられる勤務環境を整える取組を推進します。 

 
 
＜取組内容＞ 

　　ア　特別休暇制度の周知 
　　　①　母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度の

周知徹底を図り、妊娠中及び出産後の職員に対する職場の理解を深めます。 
　　　②　妊娠中又は出産後１年以内の職員が、妊娠又は出産に関し保健指導又は健康

診査を受けること、また、勤務に利用する交通機関の混雑の程度が、母体又は

胎児の健康保持に影響がある場合における通勤緩和について配慮します。 
　　　 
　　イ　出産費用の給付等の経済的な支援措置の周知 
　　　　埼玉県市町村職員共済組合から給付される「出産費・家族出産費」等の経済的 

な支援措置について周知徹底します。 
 
　　ウ　業務軽減等 
　　　　妊娠中の職員の健康等に配慮し、業務分担を見直し、業務軽減等を図るよう周

知します。 
 
　　エ　子どもの看護のための特別休暇の取得の促進 
　　　　飯能市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例に規定する中学校就学の始 
　　　期に達するまでの子のある職員が、その子の看病をする場合や学校行事（入園

式・入学式、卒園式・卒業式）に参加する場合等の特別休暇（「子の看護休暇」）

を円滑に取得できるよう、日頃から業務内容等の情報を職場内で共有するなど休

暇を取得しやすい雰囲気を作ります。 
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（２）男性の子育て目的の休暇等の取得促進 
 

◆ 数値目標（女性活躍推進法に基づく目標） 
制度が利用可能な男性職員の子育て目的の休暇等の取得割合を、以下のとおり 
とします。 
①妻の出産休暇の取得割合を８０％以上とします。 
②男性の育児参加休暇の取得割合を５０％以上とします。 
③妻の出産休暇及び男性の育児参加休暇の合計取得日数が５日以上の取得割合 
を３０％以上とします。 
（目標達成年度：令和１２年度） 
 
【令和７年度実績】 
妻の出産休暇の取得率　５７．１％　 

　　　　男性職員の育児参加休暇の取得率　２１．４％ 
　　　　妻の出産休暇及び男性の育児参加休暇の合計取得日数が５日以上の職員 

　１４.３% 
　　　 
　＜取組内容＞ 

　妻の妊娠、出産に伴う特別休暇の取得促進及び取得に伴う職場での対応 
配偶者が出産を控えている男性職員に対し、育児両立支援制度に関するマニュ

アルを配布し、制度の周知を図るとともに、男性職員の制度の利用について促進

を図ります。 
　　　　また、男性職員が子育て目的の休暇等を取得できるよう、所属長は必要に応じ、

業務分担や人員配置の見直しを行い、または職場内の応援体制を整えるなど、子

育て期間中の職員の勤務環境に配慮します。 
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（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等 
 

◆ 数値目標（女性活躍推進法に基づく目標） 
育児休業の取得率を、女性職員については１００％とし、男性職員については、 

２週間以上の取得率を９０％以上とします。 
　（目標達成年度：令和１２年度） 
 
【令和７年度実績】 
　女性職員１００％　　　　男性職員８５．７％（平均取得日数１４６日） 

 
＜取組内容＞ 
ア　育児休業等の周知 

　　　　出産を控えている女性職員、男性職員に対し個別に面談し、育児休業等の趣旨

及び内容、育児休業等の期間中の経済的な支援措置について助言し、活用促進を

図ります。 
 

　　イ　育児休業等を取得しやすい雰囲気の醸成、職場環境の整備 
　　　　育児休業等に対する職場の意識啓発を進め、育児休業等の取得を希望する職員 
　　　が取得しやすい雰囲気を醸成するとともに、所属長は業務分担の見直しを行うな

ど、勤務環境に配慮します。 
 
　　ウ　育児休業等を取得した職員の代替要員の確保 
　　　　職員から育児休業等の請求があった場合、会計年度任用職員を任用し、職員の 

代替要員の確保に努めます。 
 

　　エ　育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 
　　　　所属長は、育児休業中の職員に対して、当該職員の希望に配慮して、職場の状

況や子育ての状況などについて定期的に連絡を取り合い、孤立感や不安感を低減

します。また、業務に関する必要な情報提供を行うなど、職員が円滑に職場復帰

できるように努めます。 
 
 

 
 
 

 



6 

　２　ワーク・ライフ・バランスの推進に関する事項 
　（１）超過勤務の縮減 
　 

◆ 数値目標（女性活躍推進法に基づく目標） 
職員１人当たりの時間外勤務年間平均時間数を、１２０時間以内にするよう　　

勤務の縮減に努めます。 
 
　　　【令和７年度実績】１人当たりの１年間の時間外勤務時間平均１３３時間 
　　　

 
＜取組内容＞ 
ア　事務の簡素合理化の推進 

　　　　適正な人員配置及び業務量の平準化や従来からの事務事業を常に見直し、定例

的・恒常的業務については事務処理のマニュアル化を行うなど、効率的な事務執

行及び事務事業の簡素合理化を推進していきます。 
 

イ　時間外勤務縮減のための意識啓発等 
所属ごとの時間外勤務の状況を各任命権者の人事担当課で把握し、必要に応じ

てヒアリング等を実施し、時間外縮減のための意識啓発を実施していきます。 
 

ウ　一斉定時退庁日（ノー残業デー）等の実施 
　　　　時間外勤務を縮減し最小限にとどめるため、全職員に対し一斉定時退庁日 

（ノー残業デー）の取組の重要性について認識を深めさせるとともに、一斉定時

退庁日（ノー残業デー）の徹底を図ります。 
 

エ　深夜勤務及び時間外勤務の制限 
　　　　毎日の子どもとのふれあいの時間を確保するため、飯能市職員の勤務時間、休

日及び休暇に関する条例に規定する小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員に対する深夜勤務及び時間外勤務の制限について周知徹底します。 
 

オ　勤務時間管理の徹底等 
　　　　管理職に対し、時間外勤務を行う職員の健康管理、時間外勤務縮減のため、職 

員の勤務状況及び勤務時間の管理の徹底を図ります。 
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カ　健康面への配慮等 
　　　　時間外勤務等が多い（月６０時間を超える）職員に対して、産業医による保健

指導を実施し、過重労働による健康被害を発生させないよう職員の健康面への配

慮を充実します。 
 
（２）休暇の取得の促進 
 

◆ 数値目標（女性活躍推進法に基づく目標） 
職員１人当たりの年次有給休暇平均取得日数を１６日以上とします。 
また、取得日数５日以上の取得割合を１００％とします。 

　　　（目標達成年：令和１２年） 
 
　　　【令和７年実績】 

平均取得日数　１１．３日　　　　５日以上の取得割合８６．７％ 
 

　＜取組内容＞ 
　　ア　年次有給休暇の取得の促進 
　　　①　子育てをしている職員だけでなく、その他の職員についても積極的に年次

有給休暇を取得するとともに、取得をした際の相互応援体制の整備を積極的

に進めるなど、職場全体で年次有給休暇を取得しやすい環境づくりを行いま

す。 
　　　②　所属長は、職員の年次有給休暇の取得状況を適宜把握し、計画的な年次有

給休暇の取得の促進を図ります。 
③　管理職員は率先してメリハリをつけた働き方を心掛け、計画的に年次有給

休暇を取得し、職員が年次有給休暇を取得しやすい雰囲気を作ります。 
　　　④　週休日、休日、夏季休暇、リフレッシュ休暇、年次有給休暇等を組み合わ

せることによる連続休暇の取得を推進します。 
　　　　　 
　　イ　職員のライフステージに応じた配慮 

出産・育児、家族の介護等の事情のある期間は、厳しい時間の制約を受けたり、 
突発的に休暇を取得したりすることも多いことから、仕事と生活の両立への支 
援を必要とする職員に対して、配置部署や業務分担に出来る限り配慮します。 
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（３）職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組 
　 

◆ 数値目標（女性活躍推進法に基づく目標） 
管理職（課長級以上）に占める女性職員の割合を２０％以上にします。 
（目標達成年度：令和１２年度） 
 
【令和７年度実績】 
管理職（課長級以上）に占める女性の割合　１９．２％ 

 
＜取組内容＞ 
ア　昇任試験受験対象女性職員の積極的な研修参加を促すことで、ライフステージ

を踏まえたキャリアデザインや仕事への取り組み姿勢等を考えるきっかけを与え

ます。 
 
イ　各所属における業務分担において、女性職員が様々な業務を体験できるよう配

慮することで、キャリア形成を促進します。また、男女を問わず、能力や意欲向上

のための取り組みなどを実施し、昇任意欲を持てるよう支援します。 
 
ウ　男女共同参画社会基本法の趣旨に則り、職員全体を対象として情報提供、研修

等による意識啓発を行います。 
　　 

エ　管理職は、各種研修等を通じて正しい知識と認識を持ち、固定的な性別役割分

担意識やハラスメントのない快適な職場環境づくりに取り組みます。 
 

オ　職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の、働きやすい環境を阻害する 
職場における慣行その他の諸要因を積極的に解消します。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　 特 定 事 業 主 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　飯 能 市 長 
                                飯 能 市 議 会 議 長 

飯能市選挙管理委員会 
                                飯能市代表監査委員 
                                飯 能 市 農 業 委 員 会 
　　　　　　　　　　　　　　　　飯能市上下水道事業 
                                飯 能 市 教 育 委 員 会 


